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Vol.７３８    

令和元年８月 2９日 

厚生労働省老健局老人保健課 
 

貴関係諸団体に速やかに送信いただきますよう

よろしくお願いいたします。 

 

各都道府県介護保険担当課（室） 
各市町村介護保険担当課（室） 
各 介 護 保 険 関 係 団 体   御 中 

← 厚生労働省 老健局老人保健課 
 

今回の内容 

 

「2019 年度介護報酬改定に関する Q＆A（Vol.３）

（令和元年８月 29 日）」の送付について 

計２枚（本紙を除く） 

連絡先  TEL : 03-5253-1111(内線３９４８、３９４９) 
FAX : 03-3595-4010 
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2019年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.３） 

（令和元年８月 29日） 

 

【介護職員等特定処遇改善加算】 

 

問１ 2019 年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ（Vol.１）（平成 31 年４月 12 日）問 15 で、法

人単位での取扱いについて触れられているが、法人単位で配分ルールを設定した場合、

計画書の提出等はどのような取扱いとなるのか。 

（答） 

・ 法人単位で配分ルールを設定し処遇改善を行う場合であっても、「介護職員等特定処遇

改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について（平成

31年４月12日老発0412第８号厚生労働省老健局長通知）」（４）の複数の介護サービス

事業所等を有する介護サービス事業所等の特例に基づき、指定権者毎に申請が必要で

ある。 

 

問２ 介護職員等特定処遇改善加算を取得するため就業規則等の変更を行う際、役員会

等の承認を要するため、令和元年度について、その承認が提出期限の８月末までに間に

合わない場合、介護職員等特定処遇改善加算は算定できないのか。 

（答） 

・ 計画書に添付する就業規則等について、令和元年度については、８月末時点の提出期限

までに内容が確定していない場合には、その時点での暫定のものを添付することとしてよい。

ただし、その内容に変更が生じた場合、確定したものを本年 12月 13日までに指定権者に

提出すること。 

 

問３ 今般の介護職員等特定処遇改善加算は、10月から開始されるところであるが、介護職

員等特定処遇改善計画書の賃金の総額欄の記載はどのようにすればいいか。 

（答） 

・ 計画書については、年度毎に提出するものであることから、年度単位で記載することが必

要であるが、2019年10月から算定する場合においては、前年度の賃金の総額欄について

は、前年度の賃金の６月分を記載することを想定している。 

 

問４ 今般の介護職員等特定処遇改善加算は、10月から開始されるところであるが、賃金改

善実施期間の設定については、10月から３月までの期間にしなければならないのか。 

（答） 

・ 「介護職員等特定処遇改善加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式

例の提示について（平成31年４月12日老発0412第８号厚生労働省老健局長通知）」の
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様式例の「⑩賃金改善実施期間」の欄に記載のとおり、原則10月～翌年３月を想定してい

るが、以下の条件を満たす場合は、事業者が任意に選択することも可能である。 

 ① 月数は加算算定月数と同じでなければならない。 

 ② 当該年度の加算算定の根拠となるサービス提供の期間の初月から、当該年度の介護

職員等特定処遇改善加算支払終了月の翌月までの連続する期間でなければならない。 

 ③ 各年度において重複してはならない。 

 

 

 


